













































新中国の建国（1949 年 10 月 1 日）初期における旅行形態は、戦乱で中国から出られない
外国僑民（在外中国人）の移送あるいは外国僑民の中国への帰郷を支援する活動が中心であ
った。このことは、僑民の郷里として知られる福建省の中心都市厦門� � �において、建国直後
の 10 月 18 日に福建厦門中国旅行社が、さらに同年 11 月 19 日に福建厦門華僑服務社が創
設された２）ことからも裏付けられることである。その後、1952 年 2 月 16 日に中央人民政
府公安部が「関於各国駐華使、領館外籍雇員戸口、旅行之管理辦法的通知」（各国の中国駐在
大使館、領事館の外国籍職員の戸籍世帯、旅行の管理辦法に関する通知）を発行して外交関係者
の旅行に関する法整備が進められ、1954 年 3 月 9 日には中国共産党中央国際活動指導委員








た。1967 年 8 月 20 日には「関於進一歩実行節約鬧革命，控制社会集団購買力和加強資
金、物資和物価管理的若干規定」（節約して革命をさらに実行し、社会集団の購買力を抑制し、資
金、物資と物価の管理を強化することに関する若干の規定）が設けられ、1968年には年間の外





国、日本との関係改善を契機に海外から中国を訪れる客数は増加し、1974 年 1 月 3 日には
華僑旅行社を取り込む形で新たに中国旅行社が創設され５）、従来、外国僑民と外国からの
自費旅行者とで区別していた事業の統合化が図られた。その後、自費旅行者は増え、1978
















































愉快な元旦を過ごすため、1998 年 1 月初め、某氏は子どもを連れて北京の某社が組織
















2010 年 7 月 18 日、南京の 12 名のツアー客が、楽しく南京市中国旅行社が組織する
香港・マカオ 5 日ツアーの途に立った。このツアーは、広州から広九鉄道（広州と香港
九龍をむすぶ鉄道）に乗って境界を通過する。最初の 4 日間は香港・マカオで愉快に遊








































すといった立法政策が不可欠であった。このような背景の下、2013 年 4 月 25 日に旅遊法
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ならない（旅遊法第 58 条第 1 項第 3 号）。約定の最低人数を満たさない場合、同法第 63 条
第 1 項により組団社は契約を解除することができるが、少なくとも境内旅遊（香港、マカオ





























































































































可の業者が旅行社業務を経営する場合の罰則 39）を規定する。また、旅行社条例第 46 条も
「当条例の規定に違反して、下記の事由の一つに該当する場合、旅遊行政管理部門又は工商
行政管理部門が是正を命じる責任を負い、違法所得を没収する。違法所得が 10 万元未満
の場合は、併せて違法所得の 1 倍以上 5 倍以下の罰金に処す。違法所得が 10 万元以上の






























































めぐる混乱を指摘し、国家旅遊局及び国家工商総局が 2014 年 4 月 17 日に共同で発表した




































































２）《中国旅游大事記》編輯部編『中国旅游大事記』中国旅游出版社、1995 年 9 月、1 頁。
３）同上、1 頁～4 頁。
４）同上、12 頁～13 頁。なお、「1966 年全国接待自費旅行者和出国人数的計劃情況的報告」によると、




第 2 条第 2 項）。
７）1981 年における国民経済計画の執行結果に関する公報に基づいて、当時の中国における国際旅遊業
の経済効果で 107 万人の中国人を養いうると推計した研究に、何建民「試論我国国際旅游業的経済
効益」『経済理論與経済管理 1984 年第 5 期』（1984 年 10 月、33 頁～37 頁）がある。この推計も、国
際旅遊業経営の主な方式が包価旅遊、すなわちパッケージツアーであるとの前提に立っている。



















12）旅游法規案例精選與解析編集委員会編『旅游法規案例精選與解析』中国旅游出版社、2005 年 1 月、
85 頁。
13）孫蘭蘭「譲你零負団費！3 万，停業 1 箇月」現代快報多媒体数字版 2010 年 9 月 9 日。














19）周曉晨「論旅游服務提供者在包価旅游合同中的法律地位及責任」『旅游学刊第 28 巻 2013 年第 7 期』
2013 年 7 月、48 頁。
20）履行補助人とは「旅行社と契約関係を有し、それに協力して包価旅遊契約の義務を履行し、関連す
るサービスを実際に提供する法人又は自然人」をいう（旅遊法第 111 条第 6 号）。英文では、一般に
“Performance assistant”又は “Assistant Performer” と表記される。
21）李飛・邵琪偉主編、全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会編『中華人民共和国旅游法釈義』法




23）李飛・邵琪偉、前掲書注 21、255 頁。李飛、前掲書注 21、270 頁。




26）李飛・邵琪偉、前掲書注 21、256 頁。李飛、前掲書注 21、271 頁。なお、地接社は、日本では旅行
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注 21、155 頁～156 頁。
28）情報を知り、情報を得る自由と権利を指す。











財政税務専科学校学報第 16 巻第 1 期』（2014 年 2 月、47 頁～48 頁）を参照。
36）田宇申「包価旅游合同違約精神損害賠償問題研究」『法制與社会 2016年第 22期』2016年 8月、74頁。
37）傳林放・闕杭平「論包価旅游合同相関問題」『旅游学刊第 30 巻 2015 年第 9 期』2015 年 9 月、101 頁。
38）同上。
39）「本法の規定に違反し、許可を得ないで旅行社業務を経営した場合、旅遊主管部門又は工商行政主管
部門により是正を命じ、違法な所得を没収し、あわせて 1 万元以上 10 万元以下の罰金に処する。違
法な所得が 10 万元以上の場合には、あわせて違法な所得の一倍以上五倍以下の罰金に処する。関連



























＜http://www.jata-net.or.jp/about/release/2013/pdf/130227_touropinfo.pdf、2016 年 11 月 11 日閲覧＞。
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